誓約書（返礼品提供事業者確認事項）
令和　　  年　　　月　　 日
直方市　宛
▢ 返礼品の提供にあたり、次の事項について誓約します。
1. ふるさと納税の返礼品提供事業者（以下、「事業者」という）として、直方市ふるさと納税の募集要項、および関係法令、行政機関等が発出する通知に準じます。なお、提供する返礼品は、総務省告示第179号第5条地場産品基準（別紙①）に準じます。
2. 本誓約書およびこれに係る提出資料に記載した事項は、すべて事実と相違ないことについて誓約します。
（特に返礼品が食品である場合は、食品の産地名について適正に表示を行います）
3. 返礼品の提供にあたり、反社会的勢力排除に関する誓約書（別紙②）に同意します。
4. 返礼品の提供にあたっては、直方市および直方市がふるさと納税業務を委託する事業者（以下、「委託業者」という）の指示に従います。また、当該指示の変更等に対して速やかに対応します。
5. 直方市より承認を受けた返礼品について、適正な品質管理体制を整備するとともに、寄附者に対して安全と信頼の確保に努めます。万一、産地名等の適正な表示が行われていないことが疑われる場合等には、直方市および委託業者にて行われる実地調査等に従います。
6. 食品表示法および関連する法令（以下総称して「関連法令」という）を遵守し、その規定に基づいて製品の表示および広告を行います。また、関連する書類を整備・保存します。
7. 関連法令に違反した場合、行政処分や刑事処分を受ける可能性があり、その責任を負います。
また、債務不履行により発生した違約金および損害賠償金を支払うことを了承いたします。
8. 直方市より承認を受けた返礼品の品質・流通・提供に関する問題が生じた際は、直方市および委託業者へ速やかに報告し、誠意をもって対応するとともに一切の責任を負います。
9. 返礼品発送時、事業者都合により送り状の有効期限が切れ再発行となった場合は、１件あたり80円（税抜）を負担します。
10. 返礼品の内容の変更等があれば、速やかに直方市もしくは委託業者に連絡を行います。
11. 委託業者に撮影を依頼する場合、商品代金および商品発送代は、事業者負担であることに承諾します。（高額商品等、商品によって返却する場合もございます）。撮影の取り直しや撮影に関する指示は一切いたしません。また、委託業者にて撮影した写真を他社が運営するふるさと納税サイトには使用いたしません。
12. 直方市および委託業者が作成した成果物（撮影素材を除くデザイン、アイデア、コンセプトおよびその他の著作物）は、無断使用・転載はしません。成果物の無断使用・転載を行った場合には、これにより直方市および委託業者に生じた損害を賠償します。
13. 直方市が行うふるさと納税PRに関する業務において、直方市の判断で事業者の写真を使用することに異議はありません。
14. 返礼品等の取り扱いにあたり、直方市および委託業者から提供された個人情報の取扱については、自治体の個人情報保護条例、個人情報の取扱いに関する法令、国が定める指針その他の規範を遵守します。取得した寄附者の個人情報は返礼品の発送以外の目的で使用しません。ふるさと納税業務遂行のために事業者の個人情報（氏名、住所、電話番号、メールアドレス、振込先の口座番号）を直方市および委託業者へ提供することに合意します。
15. 賞味期限が短い返礼品(主に賞味期限5日位内のもの)について、委託業者から事業者へ送付する発注書に指定日の記載がないものは、申込者(寄附者)へ発送日の確認連絡を行います。
【別紙①】
▢ 以下条項を確認しました
平成３１年総務省告示第１７９号 第５条 地場産品基準について

（１）当該地方団体の区域内において生産されたものであること。
（２）当該地方団体の区域内において返礼品等の原材料の主要な部分が生産されたものであること。
（３）当該地方団体の区域内において返礼品等の製造、加工その他の工程のうち主要な部分を行うことにより相応の付加価値が生じているものであること。
（３のイ 熟成肉）地場産品基準第３号イに規定する、当該地方団体の属する都道府県の区域内において生産された食肉を原材料として、当該地方団体の区域内において熟成したもの。
（３のイ 精米)地場産品基準第３号イに規定する、当該地方団体の属する都道府県の区域内において生産された玄米を原材料として、当該地方団体の区域内において精白したもの。
（３のロ 企画立案が区域内）当該地方団体において製品の企画立案その他の当該製品に実質的な変更を加えるものでない工程が行なわれており、当該製品の製造業者により、当該製品の価値の過半が当該地方団体の区域内で生じている旨の証明がなされたもの。
（４）返礼品等を提供する市区町村の区域内において生産されたものであって、近隣の他の市区町村の区域内において生産されたものと混在したもの（流通構造上、混在することが避けられない場合に限る。）であること。 
（５）地方団体の広報の目的で生産された当該地方団体のキャラクターグッズ、オリジナルグッズその他これらに類するものであって、形状、名称その他の特徴から当該地方団体の独自の返礼品等であることが明白なものであること。 
（６）前各号に該当する返礼品等と当該返礼品等に附帯するものとを合わせて提供するものであって、当該返礼品等の価値が当該提供するものの価値全体の七割以上であること。 
（７）当該地方団体の区域内において提供される役務その他これに準ずるものであって、当該役務の主要な部分が当該地方団体に相当程度関連性のあるものであること。 
（７の２ 宿泊）当該地方団体の区域内に所在する宿泊施設であって、当該地方団体の属する都道府県の区域内においてのみ宿泊施設の運営を行う者が運営するもの（フランチャイズチェーン等の方式により、当該地方団体の属する都道府県の区域外に所在する宿泊施設のブランド名を冠するものを除く。）における宿泊の提供に係る役務であること。
（７の３ イ 五万以下 宿泊）当該地方団体の区域内に所在する宿泊施設における宿泊の提供に係る役務であって、前号に該当しないもののうち、当該役務の調達に要する費用の額が一夜につき一人当たり五万円を超えないもの。
（７の３ロ 該当地域 宿泊）当該地方団体の区域内に所在する宿泊施設における宿泊の提供に係る役務であって、前号に該当しないもののうち、特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律（平成８年法律第85号）第２条第１項に規定する特定非常災害として指定された非常災害に際し災害救助法（昭和22年法律第118号）が適用された同法第２条第１項に規定する災害発生市町村が属する都道府県の区域内の地方団体により提供されるもの。
（７の４ 電気）当該地方団体の区域内において地域のエネルギー源により発電された電気であること。 
（８）次のいずれかに該当する返礼品等であること。
（８イ）市区町村が近隣の他の市区町村と共同でこれらの市区町村の区域内において前各号のいずれかに該当するものを共通の返礼品等とするもの
（８ロ）都道府県が当該都道府県の区域内の複数の市区町村と連携し、当該連携する市区町村の区域内において前各号のいずれかに該当するものを当該都道府県及び当該市区町村の共通の返礼品等とするもの
（８ハ）都道府県が当該都道府県の区域内の複数の市区町村において地域資源として相当程度認識されている物品及び当該市区町村を認定し、当該物品を当該市区町村がそれぞれ返礼品等とするもの
（９）震災、風水害、落雷、火災その他これらに類する災害により甚大な被害を受けたことにより、その被害を受ける前に提供していた前各号のいずれかに該当する返礼品等を提供することができなくなった場合において、当該返礼品等を代替するものとして提供するものであること。

【別紙②】
▢ 以下条項を確認しました
反社会的勢力排除に関する誓約書
　直方市ふるさと納税返礼品の提供にあたり、反社会的勢力に該当しないことを確約し、下記の各項を遵守することを誓約します。
　本誓約書の内容に違反した場合または虚偽の申告をしたことが判明した場合には、何らの催告なしにふるさと納税提供事業者の認定から排除されても何ら異議を申し立てません。また、これにより損害が生じた場合でも一切の責任を事業者の責任といたします。
記
1. ふるさと納税返礼品等の登録に際し、現在次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約いたします。
1) 暴力団
2) 暴力団員
3) 暴力団準構成員
4) 暴力団関係企業
5) 総会屋
6) その他前各号に準ずるもの
7) 次のいずれかに該当する関係にあるもの
①前各号に掲げる者が自社の経営を支配していると認められること
②前各号に掲げる者が自社の経営に実質的に関与していると認められること
③自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもって
前各号に掲げる 者を利用したと認められること
④前各号に掲げる者に資金等または便宜を供与するなどの関与をしていると認められること
⑤ その他前各号に掲げる者と役員または経営に実質的に関与している者が、社会的に非難されるべき関係にあると認められること
2. 自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為を行わないことを確約いたします。
1) 反社会的勢力に対する資金提供など，反社会的勢力と密接な関係を持つ行為
2) 暴力的な要求行為
3) 法的責任を超えた不当な要求行為
4) 取引に関して脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為
5) 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて直方市および委託業者の信用を毀損し、または直方市および委託業者の業務を妨害する行為
6) その他前各号に準ずる行為
以上

  〔申請者〕住　　　　所 　　　　　　　　　　                             　　　　　　　　　　　　　　　　　                   
商号又は名称　　　　　　　　　　       　    　　　　　　　　　　　　　　                                          
代表者職氏名  　　　　　　　　　     　　　　        　　　　　　　　　　                                    　　
【別紙③】
個人情報の取扱いに関する同意書

1. 組織の名称
組織の名称　　株式会社サイバーレコード

2. 個人情報保護管理者の氏名又は職名、所属及び連絡先
個人情報保護管理者　　コーポレート本部　本部長
連絡先　　〒860-0833　熊本県熊本市中央区平成3丁目23-30 4F
メールアドレス　　privacy@cyreco.jp

3. 個人情報の利用目的
事業者様の個人情報は、業務の連絡や返礼品代金の支払い手続きに利用いたします。

4. 個人情報の委託
弊社の業務の全部または一部を外部に業務委託する際、弊社は、個人情報を適切に保護できる管理体制を敷き実行していることを条件として委託先を厳選したうえで、機密保持契約を委託先と締結し、事業者様の個人情報を厳密に管理しています。

5. 個人情報の第三者提供
返礼品代金などの支払いのために、銀行などの金融機関に必要な情報を提供します。
その他に法令に定める場合を除き、事前に本人の同意を得ることなく、個人情報を第三者に提供することはありません。

6. 個人情報を提供されることの任意性について
事業者様が弊社に個人情報を提供されるかどうかは、事業者様の任意によるものです。
ただし、必要な項目をいただけない場合、各サービス等が適切な状態で提供できない場合があります。

7. 事業者様からの使用停止、削除等の申込みへの応諾
事業者様は、弊社に対してご自身の個人情報の開示等（利用目的の通知、開示、内容の訂正・追加・削除、利用の停止、第三者への提供の停止、消去）に関して、弊社問合せ窓口に申し出ることができます。
その際、弊社はご本人を確認させていただいたうえで、合理的な期間内に対応いたします。
なお、個人情報に関する弊社問合せ先は、次の通りです。
〒860-0833　熊本県熊本市中央区平成3丁目23-30 4F
株式会社サイバーレコード　苦情・相談窓口責任者
メールアドレス：privacy@cyreco.jp

▢ 上記内容を理解し、同意いたします。

 　　　　　　　年　　　　月　　　　日


商号又は名称　                                       	　    	    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　	　


代表者職氏名	                                    	    	       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
